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平成２７年労第５４７号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監

督署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対して

した労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び

葬祭料を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡父（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ａ所在のＢ

会社（以下「会社」という。）に雇用され、タクシー運転手として就労していた。 

被災者は、平成○年○月○日、勤務終了後に会社の浴室で入浴中に意識低下し

ていたところを会社の他の従業員に発見され、Ｃ病院に救急搬送されたが、同病

院にて死亡が確認された。死体検案書によると、直接死因「溺水（湯の吸引）」、

直接死因の原因「不詳」、直接には死因に関係しないが直接死因の傷病経過に影

響を及ぼした傷病名等「虚血性心疾患（推定）」、死因の種類「不詳の死」と記

載されている。 

請求人は、被災者の死亡は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に

遺族補償給付及び葬祭料の請求をしたところ、監督署長は、被災者の死亡は業務

上の事由によるものとは認められないとして、これらを支給しない旨の処分をし

た。 

請求人は、これらの処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審

査官」という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれ

を棄却したので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及ん

だものである。 

第２ 再審査請求の理由 
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（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者の死亡が業務上の事由によるものであると認められるか否

かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者に発症した疾病についてみると、死体検案書によれば、被災者の直接

死因である「溺水（湯の吸引）」に影響を及ぼした傷病名等として「虚血性心

疾患（推定）」と記載されているところ、Ｄ医師は、平成○年○月○日付け鑑

定書において、要旨「被災者は、勤務終了後の平成○年○月○日午前○時頃、

会社の浴室で入浴中に意識低下しているところを発見され、救急搬送されたが

病院で死亡が確認された。本件死亡については、入浴中に虚血性心疾患をきた

し溺死した可能性が最も大きい」と述べている。当審査会としても、被災者の

死亡時の状況及び上記医学所見等に鑑みると、被災者は、平成○年○月○日、

入浴中に虚血性心疾患（以下「本件疾病」という。）を発症し、溺水により死

亡したものと判断する。 

（２）ところで、本件疾病を含む脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因する

ものを除く。）の業務上外の判断に当たっては、厚生労働省労働基準局長が「脳

血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基準につ

いて」（平成１３年１２月１２日付け基発第１０６３号。以下「認定基準」と

いう。）を策定しており、当審査会としてもその取扱いを妥当なものと考える

ことから、以下、認定基準に基づいて検討する。 

（３）本件疾病の発症直前から前日までの間において、被災者は、通常の運転業務

に従事しており、当審査会としても、業務に関連する異常な出来事に遭遇した

とは認められないものと判断する。 
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（４）被災者の本件疾病発症前１週間の業務の過重性についてみると、次のとおり

である。 

ア 被災者の労働時間について、審査官は、決定書理由に説示する労働時間集

計表（以下「労働時間集計表」という。）のとおり認定しているところ、同

認定は、被災者に係る２４時間記録図表（デジタルタコメーター）及び運転

日報の記録、Ｅ常務やＦの申述を基になされたものであり、当審査会として

も、これら資料に基づく同認定は妥当なものであると判断する。 

イ これによれば、被災者の本件疾病発症前１週間の時間外労働時間は１４時

間２６分であり、この間、１日の休日が確保されていることが確認できる。

したがって、当審査会としても、被災者は、発症に近接した時期において、

日常業務に比較して特に過重な業務に従事していたとは認められない。 

（５）被災者の本件疾病発症前６か月間における業務の過重性についてみると、次

のとおりである。 

ア 被災者の時間外労働時間についてみると、決定書理由に説示するとおり、

発症前１か月間は６３時間８分、発症前２か月間は１か月当たり５１時間１

３分、発症前３か月間は１か月当たり５９時間１６分、発症前４か月間は１

か月当たり６１時間２７分、発症前５か月間は１か月当たり５７時間４７分、

発症前６か月間は１か月当たり５４時間２２分であり、労働時間に関して、

長期間の過重業務に就労したということはできない。 

イ 請求代理人は、被災者には、拘束時間の長い勤務、連続勤務、平成○年○

月○日から同月○日にかけてみられるような勤務間隔のほとんどない勤務、

深夜勤務、不規則勤務といった労働時間以外の業務における過重な負荷要因

があったと主張している。 

（ア）拘束時間についてみると、認定基準によれば、拘束時間の長い業務につ

いて業務の過重性は、拘束時間数、実労働時間数、労働密度、業務内容、

休憩・仮眠時間数、休憩・仮眠施設の状況等の観点から検討し、評価する

とされているので、以下、この点についてみる。 

ａ 拘束時間数は、労働時間集計表によれば、被災者の本件疾病発症前１

週間の拘束時間は５９時間１０分である。また被災者の本件疾病発症前

６か月間の拘束時間が最も長かった期間は、被災者の本件疾病発症前１

か月の２６８時間４３分であり、これは、「拘束時間が長い」とされる
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１か月当たりの拘束時間３００時間を超えておらず、過重な負荷要因で

あったとは認められない。 

ｂ 実労働時間数についてみると、前記アのとおりである。 

ｃ 労働密度についてみると、決定書理由に説示するとおり、タクシーの

運転業務には、客待ち時間などの労働密度の低い時間が含まれており、

被災者の業務の労働密度が過重な負荷要因であったとは認められない。 

ｄ 業務内容についてみると、タクシーの運転業務の内容は、旅客の運送

という比較的定型的な業務であり、被災者の業務内容が過重な負荷要因

であったとは認められない。 

ｅ 休憩・仮眠時間数についてみると、運転日報及び労働時間集計表のと

おり、被災者は各勤務において２回程度、合計で１時間３０分から２時

間程度の休憩をしており、被災者の休憩・仮眠時間数が少なかったとは

言えない。 

ｆ 休憩・仮眠施設の状況についてみると、休憩施設は会社などに設置さ

れていることが認められ、また会社には仮眠施設が設置されていること

が認められる。 

ｇ 以上によれば、被災者に認められる拘束時間が、過重な負荷要因であ

ったとは認められない。 

（イ）連続勤務についてみると、労働時間集計表によれば、被災者の本件疾病

発症前１週間ないし６か月間において、勤務のない日が１か月間に最低で

も３日以上あり、被災者がこの期間において休日のない長期間の連続勤務

を行っていたと認めることはできない。 

（ウ）勤務間隔についてみると、労働時間集計表によれば、被災者の平成○年

○月○日及び同月○日にかけての勤務の状況は、同月○日午前〇時○分に

勤務が終了し、同月○日午前〇時○分に次の勤務が開始となっており、こ

の前後の勤務の勤務間隔は２８時間６分である。また、労働時間集計表及

びデータ検索結果一覧表によれば、本件疾病発症前６か月間において、前

後の勤務の勤務間隔が最も短かったのは、平成○年○月○日午前〇時〇分

に日勤勤務が終了した後、同日午前〇時〇分に隔日勤務が開始となったと

きの７時間５３分である。また、前後の勤務が共に隔日勤務であったとき

にそれぞれの勤務間隔が最も短かったのは、平成○年○月○日午前〇時〇
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分に勤務が終了した後同月○日午前〇時〇分に勤務が開始となったときの

２５時間である。以上によれば、被災者の業務が勤務間隔のほとんどない

勤務が続くようなものであったと認めることはできない。 

（エ）深夜勤務・不規則勤務についてみると、請求代理人は、会社が被災者に

日勤勤務と隔日勤務を併用させていたことが深夜勤務、不規則勤務に当た

ると主張するが、決定書理由に説示するとおり、会社が被災者に日勤勤務

と隔日勤務を併用させたのは、会社が被災者の体調を考慮して、被災者自

身の申出に基づいて行われていたものであり、日勤勤務と隔日勤務の併用

が、過重な負荷要因となったと認めることはできない。 

（オ）このほか、一件記録を精査するも、被災者にその他業務における過重な

負荷要因があったとは認められない。 

ウ したがって、当審査会としても、被災者は、発症前の長期にわたって、著

しい疲労をもたらす特に過重な業務に従事していたとは認められない。 

（６）被災者には、既往歴として、糖尿病、高血圧、脂質異常症があることが認め

られる。 

（７）以上からすると、請求人の本件疾病は認定基準の対象疾病に該当するものの、

請求人には「異常な出来事への遭遇」､「短期間の過重業務」及び「長期間の過

重業務」のいずれも認められないから、請求人の本件疾病は業務上の事由によ

るものであるとは認められない。 

３ 以上のとおりであるから、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付及び葬

祭料を支給しない旨の処分は妥当であって、これらを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


